
 

 

 

 
 
 
 
 
 

新型コロナウイルス感染症流行中の中国北京人的資源サービス企業の優遇政策 

 

1. 奨励と助成措置 

 

防疫期間中、北京市の各区は、企業発展を支援し、困難克服を助けるために、優遇政策を発表し

ました。人的資源サービス企業に対して、現行の職業紹介助成金制度以外に、北京経済開発区、

通州区及び石景山区は防疫期間中の一時的な奨励及び助成措置を導入しました。 

 

1.1 現行政策（北京市全区に適用） 

 

法律に従って職業仲介活動の行政許可を取得し、北京市人力資源・社会保障局により公開入

札又は資格認定で確認された職業（紹介）仲介事業者は、当市に登録されている失業者・転

職希望の農村労働者・来京農民工（以下「サービス対象」という）に職業紹介サービス等の公

共就職サービスを無料で提供し、当市の雇用主でサービス対象の職業を安定する場合、職業

紹介助成金を申請することができます。 

 

職業紹介助成金は日常職業紹介助成金及び公共就職サービス専項活動助成金の 2 種類に

分けられています。 

 

日常職業紹介助成金とは 

職業仲介機関はサービス対象に就職登録、情報公開、求職推薦、職業訓練、政策相談、フォ

ローアップ支援等の職業紹介サービスを無料で提供し、サービス対象が雇用主と 1 年以上の

労働契約を締結し、実際に雇用が 3 ヶ月以上維持され、且つ雇用主が関連の規定に従ってサ

ービス対象のために社会保険料を支払った場合、サービス対象 1 人あたり 300 人民元の助成

金が支給されます。サービス対象が当市の就職困難者である場合は、サービス対象 1 人あた

り 500 人民元の助成金が支給されます。 

 

公共就職サービス専項活動助成金とは、 

職業仲介機関は北京市人力資源・社会保障局により開催される公共就職サービス専項活動

を参加し、無料の職業紹介に関する交渉及び政策相談サービスを提供する場合、1 回あたり

2,000 人民元の助成金が支給されます。 

 

職業仲介機関が公共就職サービスを行うには、設立地の人力資源・社会保障局によって承認

される必要があります。 
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1.2 北京経済技術開発区 

 

政策を実行する期間中に設立され、経済技術開発区によって発行された職業仲介活動の行

政許可を取得した人的資源サービス企業に払込資本の 2％の奨励金を与えます。既に経済技

術開発区で設立された人的資源サービス企業及び人材派遣企業は、経済技術開発区での企

業は請負・派遣サービスを提供し、就職させた人数が 50 人以上である場合、一括して 5 万元

の奨励金が支給されます。 

 

1.3 石景山区 

 

防疫期間中に、当区の中小微企業に職業紹介サービスを提供する人的資源サービス企業は、

就職させた人数が 50 人以上である場合、最大 9 万元の助成金が支給されます。当区の戸籍

者を就職させる場合、1 人あたり 500 元の助成金が支給され、最大 10 万元の助成金が支給さ

れます。 

 

1.4 通州区 

 

防疫期間中、中国北京人力資源サービス産業園通州団地の事業者は、本区のニーズを持つ

企業に労働者派遣サービス及び職業紹介サービスを提供する場合、通州区財政局によって

一定金額の助成金が支給されます 

 

（1） 労働者派遣サービス 

 

防疫期間中に中国北京人力資源サービス産業園通州団地の事業者は、企業の新入社

員に無料（サービス料無料）で労働派遣サービスを提供する場合、通州区財政部によっ

て実際に発生したサービス料を一括して支給されます。助成金は最大毎月1 人あたり 300

元です。 

 

(2) 職業紹介サービス 

 

防疫期間中に中国北京人力資源サービス産業園通州団地の事業者は、企業に職業紹

介の優遇サービスを提供する場合、通州区財政部によって成功に（「成功」とは、団地内

の雇用主が紹介される人と 6 ヶ月以上の労働契約を締結し、且つその人の社会保険料を

支払う）就職させた人の 1 人あたり 500 元の助成金が支給されます。 

 

2. 優遇税制 

 

2020 年 3 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日まで、増値税小規模納税者は適用する増値税率が 3％

から 1％まで引き下げ、適用する前払い増値税率が 3％から 1％まで引き下げます。 
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3. 社会保険と積立金の優遇政策 

 

社会保険及び積立金の優遇政策について、下表をご参照ください。 

項目 適用期間 企業の種類 免除/納付猶予 申請 

住宅積立金 3～6 月 全ての企業 納付猶予 必要 

医療保険の拠出金（雇

用主が負担する部分） 
2～6 月 全ての企業 半額免除 不要 

年金保険、労働災害

保険、失業保険の拠

出金（雇用主が負担す

る部分） 

2～4 月 大型企業 半額免除 不要 

2～6 月 中小微企業 免除 不要 

2～11 月 要件に該当する企業 納付猶予 必要 

 

 

もっと詳細な情報や支援をご希望の場合は、下記のお問い合わせをご利用になってください。 

メール：info@kaizencpa.com 

固定電話： +852 2341 1444 

携帯電話： +852 5616 4140、+86 152 1943 4614 

ライン・WhatsApp・Wechat： +852 5616 4140 

公式ウェブサイト：www.kaizencpa.com 

Skype: kaizencpa 

 

参考資料： 

1. 「北京外資系独資人的資源サービス会社設立の手続きと費用」 

https://www.kaizencpa.com/jp/Services/info/id/49.html 
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